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Ⅰ．はじめに 

当社は、2004 年度に策定した「品質保証体制の改善策」の実行状況と PDCA の展開状況について、第三者

外部監査機関である LRQAリミテッドによる継続的な確認を受け、品質マネジメントシステム (以下、「QMS」

と記す。) の継続的な改善を図ってきた。 

2022年度第 2回の対象は、QMSに係る活動の実施状況について、自ら定めた事項が実施され、それが効果

あるように運用されているかを確認された。 

 

Ⅱ．監査結果の概要(2022 年度 第 2 回 定期監査報告書より抜粋) 

1．監査結果 

2022 年 12 月 12 日～12 月 23 日に行われた監査の結果、「指摘事項」および「観察事項」は観察され

ず、「提言事項」2件(添付 1参照)ならびに「良好事例」7件(添付 2参照)が提示された。 

 再処理事業部 

技術本部 

濃縮事業部 埋設事業部 安全・品質本部 計 

指摘事項※1 0 0 0 0 0 

観察事項※2 0 0 0 0 0 

提言事項※3 1 0 0 1 2 

良好事例※4 3 1 2 1 7 

※1 指摘事項：定めた要求事項が実践・実行されていない事項。不適合相当であり是正が必須。 

※2 観察事項：定めた要求事項がほぼ実践・実行されているが、その程度が必ずしも十分でないため、何らかの改善を期待 

する事項。 

※3 提言事項：定めた要求事項が実践・実行されている。その上で、今後のより優れた運用を期待して参考に提言する事項。 

提言事項の採否は、被監査部門の任意でよい。 

※4 良好事例：さらなる自立的改善が図られており、他の部署にも参考となる事例。 

 

2．監査項目および各項目に対する個別所見 

(1)QMS 活動の実施状況 

①CAPシステム※5を活用したトラブル防止の取組み 

パフォーマンス改善推進者(以下、「PICo※6」と記す)の活動状況を含め CR※7 登録、不適合管理票、

是正処置処理票の運用はすべての被監査部署において定着しており、不適切な事象あるいは懸念さ

れる事象は観察されず、特段の問題はないものと判断する。 

②協力会社等に対する保安教育の仕組み 

保安規定の改正教育については、事業部ごとのとりまとめ部署から各部署に対する教育実施依頼

を起点とし、それぞれの部署から協力会社等への教育依頼が行われ、実施報告を受ける形態としてお

り、これが励行されていることから、保安教育の仕組みは適切なものと見受けられる。 

(2)前回までの監査結果のフォローアップ 

フォローアップの対象はない。 

 

※5 CAP（Corrective Action Program）システム：CR情報等から事象の未然防止活動等に繋げていく活動をいう。 

※6 PICo（Performance Improvement Coordinator）:組織におけるパフォーマンス改善活動に関して中心的な役割を担う者をいう。 

※7 CR（Condition Report）：本来あるべき状態とは異なる状態、すべき行動から外れた行動や結果等に関する情報をいう。 

 

 

3．第三者外部監査機関の所感 

今回の監査項目ごとの状況については、全般的には良好であることから、改めての懸念される事象は

観察されない。 

なお、マネジメントシステムのさらなる改善に寄与するような意見・要望を引き出した。いずれも全

社大の課題として受け止めて、改善を目指して検討することが期待される。 

・PICo 判断のレベル合わせは、PICo 全体会議での事例や判定プロセスの紹介に対する他事業部との

意見交換を通じて行われているが、PICo のレベル判定がパフォーマンス改善会議で変わるケース

があることを踏まえれば、さらなるレベル判定の均質化に向けたトレーニングなどが役立つので

はないか。 

・教育訓練の管理は手間がかかるので eラーニングを含めた一貫した教育訓練システムの構築が必要

ではないか。 

・安全・品質本部員は各事業部の保安教育を受講する立場だが、特に品質マネジメントシステム教育

は各事業部保安規定の品質マネジメントシステム計画が共通なので重複感があると意見があった

が、これらについては各事業部との連携を取り合い、同じ内容ならば重複して受講せずとも認めら

れるような保安教育にできないか。                          ほか 

 

Ⅲ．監査結果に対する日本原燃の取組み 

2022年度第 2回の定期監査で示された「提言事項」2件は、対応方針(添付 1参照)に基づき処置を実施し

完了した。今後も QMSを継続的に改善していくよう努める。 

 

Ⅳ．今後の予定 

2023 年度第 1 回（7 月～8 月予定）は再処理事業部・技術本部、濃縮事業部、埋設事業部、安全・品質本

部および監査室が対象となる。 

 

以 上 

2022 年度 第 2回 第三者定期監査結果の報告について 






